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取引（売買）紛争の事例と解決

借地権付き戸建住宅の売買契約解除に伴い、支払済み承諾料の返還を
土地所有者に求めた売主の請求が棄却された事例　（東京地判：Ｒ01.11.27）

　平成 30 年 12 月、本件建物及び本件借地権の売主
Ｘ（原告）は、買主Ａとの間で、5380 万円で売却する
売買契約（本件契約）を締結した。本件契約には、契
約違反による解除の違約金として、相手方に対し、
売買代金の 20％を請求できる旨の定めがあった。
　平成 31 年 3 月 14 日、本件土地所有者Ｙ（被告）、
Ｘ及びＡは、①Ｙは、Ｘから本件借地権の譲渡に係
る承諾料 550 万円の支払を受ける事を条件に、本件
借地権をＡに譲渡することを承諾する事、②Ｘは、
Ｙに対し、同月 19 日に本件承諾料を支払う事、③Ｙ
とＡは、上記承諾の効力発生後に本件土地の賃貸借
契約を締結することを合意し、同月 19 日に、Ｘは、
Ｙに対し、本件承諾料 550 万円を支払った。
　しかし、同年 3月 26 日、ＸとＡ間において、①本
件契約は、Ａの売買代金支払義務の債務不履行を理
由として解除された事、②Ａは、Ｘに対し、本件契
約約定の違約金 1076 万円を同月 29 日に支払う事、
③Ｘは、Ｙに対し、支払済み承諾料の返還を求める
ように努め、返還があった場合は、Ａに延滞なく相
当額を返還する事を合意し、同月 29 日に、ＡはＸに
対し違約金を支払った。
　同年 4 月 10 日、Ｘは、Ｙに対し、本件契約の解除
を理由として、本件承諾料の返還を求めたが、Ｙが
返還を拒んだ事から、本件訴訟を提起した。

　裁判所は、ＸのＹに対する請求を棄却した。
（売買契約の解除が承諾料支払合意の解除にも及ぶ
との主張について）
　Ｘは、ＸがＹに対し本件承諾料を支払う旨の合意
は、ＸとＡ間の本件契約解除の合意により解除され
たか、その効力は貸主Ｙにも生ずると主張する。
　しかし、①本件契約解除の合意は、ＸとＡ間で合
意されたものである事、②承諾料支払に関する合意
は、Ｙ、Ｘ及びＡの三者間で合意されたものである
が、本件借地権の譲渡の承諾や本件承諾料の支払に
係る部分は、ＸとＹ間で合意されたものである事、

③Ｘは、本件契約が解除される可能性がある事を想
定でき、その場合に支払済みの本件承諾料の返還を
求める事ができる合意をするなどの対応も可能であ
ったにもかかわらず、そのような定めはもうけられ
ていない事、④本件契約解除の合意では、Ｘは、Ｙ
に支払済みの承諾料の返還を求めるように努める旨
の定めがあるのみで、ＸとＡも、本件契約が解除さ
れたからといって、当然には本件承諾料の返還を求
めることができないと認識していた事が認められ
る。これらを照らせば、本件契約が解除されたから
といって、直ちに、ＸとＹ間の本件承諾料の支払の
合意の効力に消長を来すものではない。

（承諾料支払合意の錯誤無効の主張について）
　Ｘは、本件契約が解除されることはないと過信し
て、Ｙとの間で本件承諾料支払の合意をしたのであ
るから、錯誤により無効であると主張する。
　しかし、契約は、約定のとおり債務が履行される
事を予定して合意されるものであるし、他方で、ど
のような契約であれ、相手方の債務不履行の可能性
を否定することもできない。したがって、本件承諾
料支払の合意の当時、Ｘにおいて、本件契約に係る
Ａの代金支払債務が履行されるものと信頼したにも
かかわらす、実際には履行されなかったというだけ
では、民法 95 条の要素の錯誤があるとはいえない。

（Ｙの承諾料保持は公平でないとの主張について）
　Ｘは、Ｙが本件承諾料を保持する事が公平でない
と主張するが、Ｘは、Ａとの間では、本件承諾料支
払の合意が有効である事を前提として、本件承諾料
を支払って本件借地権譲渡につきＹの承諾を得たに
もかかわらず、Ａに代金支払債務の不履行があった
として、本件契約を解除し、Ａから違約金 1076 万円
を取得しておきながら、Ｙに対して本件承諾料の返
還を求めるについては、一転して、本件承諾料支払
の合意が錯誤により無効であると主張するものであ
り、Ｙが、本件承諾料を保持する事が直ちに公平に
反するとはいえない。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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取引（賃貸）紛争の事例と解決

賃貸物件の目的使用ができなかった借主の貸主・仲介業者に対する
損害賠償請求が棄却された事例　（東京地判：Ｈ30.12.14）

　借主Ｘ（原告、経営コンサル）は知人Ａからダンス
スクールを開業したいとの相談を受け、Ｘ名義で建
物を賃借し、業務をＡに委託する事を計画した。
　平成 28 年 10 月、Ａは、物件サイトにて「貸事務
所、現況：防音室あり、スタジオに最適！」との広告
をみて、媒介業者Ｙ1（被告、宅建業者）に連絡し、物
件を内覧した。Ａは、物件を芸能事務所として使用
すると告げ、物件の一部に設置された防音室の仕切
りの撤去が可能か尋ね、Ｙ1は、仕切りを撤去して、
スケルトンの状態で貸すと回答した。
　Ａから内覧の話を聞いたＸは、Ｘ名義で建物を賃
借し、Ａが建物を使用することとして、平成 29 年 2
月、貸主Ｙ2（被告）との間で賃貸借契約を締結した。
　賃貸借契約書の特記事項には、建物の使用目的が
芸能事務所である旨が明記されていた。また期間内
解約の場合には、3 ヶ月前の書面申込み又は 3 ヶ月
分賃料相当額支払いによる即時解約が定められた。
　また、Ｙ1及びＹ2（Ｙ1ら）は、契約締結日に建物
の自治会宛に入居者名簿を提出し、名簿の業種を「芸
能事務所」として届けた。
　平成 29 年 4 月、ＡはＹ1に対し、本件建物の工事
申請書と内装工事の図面を提示したが、Ｙ1 はダン
ススタジオとして使用する話は聞いていない、使用
するのであれば防音防振工事及び自治会への変更申
請が必要であるとした。Ａは、自治会宛にダンスス
タジオとして使用する旨の申請書を提出したが、自
治会は当該使用を認めない旨をＡに通知した。
　平成 29 年 4 月 28 日、Ａは、Ｙ1 に対して本件賃
貸借契約を解除する旨の解約通知書を送信したが、
解約後 3か月分の賃料を支払うことはなかった。
　Ｘは、Ｙ1 らに対して、ダンススタジオとして自
治会の承認が得られない事を知り又は知り得るべき
だったのに、虚偽の説明により、無用の賃貸借契約
をさせられ損害を被ったと主張し、1,948 万円余（賃
料、逸失利益等）の損害賠償請求の訴訟を提起した。
　これに対し、Ｙ1 らは、ダンススタジオとして使

用するとは聞いておらず、虚偽の説明をした事実は
ないと主張するとともに、Ｘが理由なく賃貸借契約
を解除したとして、即時解約条項に基づく 3ヶ月賃
料相当額等、66 万円余の支払いを求めて反訴した。

　Ｘの請求は棄却され、Ｙ1らの反訴は認容された。
【Ｙ1 らの虚偽説明により賃貸借契約を締結したか】
　Ｘは、Ｙ1 らが、Ａから建物をダンススクールス
タジオとして使用する事を告げられており、ダンス
スクールスタジオでは自治会の承認が得られないと
いう事を知り、又は知り得るべきだったのに、虚偽
の説明をして、Ｙ1が賃貸契約を仲介しＹ2が契約を
締結したと主張。Ａも同様の陳述書を提出している。
　しかし、Ａが本件建物をダンススクールスタジオ
として使用することをＹ1 らに事前に告げていたこ
とを認めるに足る的確な証拠はない。
　また、建物内覧の際に、ＡからＹ1 に対して本件
建物を芸能事務所として使用する旨を告げていた
事、入居申込書、保証委託申込書等においても芸能
事務所としての使用が記載されていた事、賃貸借契
約書の特記事項でも本件建物の使用目的が芸能事務
所である旨が明記されていた事、自治会理事長宛に
提出した入居者名簿において、業種を「芸能事務所」
として届け出ていること等を照らすと、Ａの陳述書
及び供述は信用することができない。

【Ｙ1 らの反訴請求】
　Ｘは、平成 29 年 4 月 28 日に賃貸借契約の解約通
知書をＹ1らに送信したが、Ｙ1らにおいては契約上
の債務不履行を構成する事情は何ら認める事ができ
ず、これは解約の申込みとみる事ができる。
　本件賃貸借契約における期間内解約の条件は、解
約日の 3ヶ月前に書面申込をするか、解約の申込日
から 3ヶ月分の賃料相当額を支払う事で即時解約す
る事ができ、Ｘの解約の効力は解約通知書の提出日
から 3ヶ月の経過をもって発生する旨の定めがある
事から、Ｘの解約の申入れから 3ヶ月の経過をもっ
て、契約解約の効力が生じるというべきである。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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　鉄道のトンネル点検に導入されたインフラドク

ター（右）。３Ｄレーザースキャナーや高解像度

カメラを車両上部に備えている　収集した三次元

点群データによる画像。コンクリートの浮きや剥

離がある部分が示される＝いずれも首都高速グル

ープ提供

●上

●下
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石綿は屋根材にも多く

使われている

石綿はオフィスの天井材など

にも使われている
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2020年11月　本部活動概要

月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
11月２日 本　部 苦情解決業務委員会

５日 静　岡 取引士法定講習会 （受講者54名）
〃　 名古屋 中部圏流通機構 総務財政委員会
６日 本　部 第２回 会務運営協議会
８日 静　岡 不動産コンサルティング技能試験 （県内受験者19名）
９日 本　部 月例法律相談 （来館相談４件）
〃　 〃 レディス部会 三役会
11日 三　島 県豊かな暮らし空間創生推進協議会 見学会
13日 本　部 第５回 理事会

　①職務執行理事による報告
　②各委員会での協議結果
　③公共用地代替地事務取扱要領の一部改正
　④取引士賠償責任保険・集金業務の主体変更　他

〃　 東　京 全宅住宅ローン㈱　取締役会
16日 石　川 中部地区連絡会　合同役員会（〜17日）
17日 本　部 県指定講習会 （受講者48名）
19日 静　岡 取引士法定講習会 （受講者53名）
20日 静　岡 宅建顧問県議団 世話人会
24日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
〃　 名古屋 中部圏流通機構 中間監査・正副会長委員長会
25日 本　部 静岡不動産流通活性化協議会
27日 本　部 第２回中間監査、正副会長・４委員長等合同会議
30日 浜　松 取引士法定講習会 （受講者78名）

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談11件、電話相談236件）

2020年10月　宅建ローン等の実績　（10/1〜10/31）

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 46 33 43 ― 122件
金額 35億7,616万円（土地₁、新築戸建106、中古戸建10、新築マンション₂、中古マンション₃）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 11 0 ― 11件

金額 3億1,655万円（土地購入新築₃、新築戸建₂、中古戸建₅、中古マンション₁）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 2 1 2 0 5件
金額 1億2,299万円（新築戸建₂、中古戸建₃）

会員名簿 訂正のお願い
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2020年₇月11日〜10月30日の新入会者・退会者　第₅回理事会（2020年11月13日）で承認

●新入会者

商号又は名称 代表者 専任取引士 〒 事務所住所 ＴＥＬ 会員区分 免許番号 支部

中銀コーポレーション㈱ 渡辺　蔵人 辻村　　俊 413-0011 熱海市田原本町9-1
熱海駅前第一ビル7階 0557-81-3535 正会員 静岡県知事

（1）14366 東 部

㈱島崎創建 島崎　　亮 松㟢　路昭 410-2322 伊豆の国市吉田79-3 0558-76-0755 正会員 静岡県知事
（1）14332 東 部

東光建設㈱ 小長谷啓介 小長谷啓介 410-0822 沼津市下香貫前原1488-5 055-932-0515 正会員 静岡県知事
（1）14353 東 部

㈱はぐみ 松原　茂生 松原　茂生 410-0011 沼津市岡宮1458-33 055-923-1554 正会員 静岡県知事
（1）14358 東 部

㈱ポプランド 矢辺　成伸 小池かよ子 410-1127 裾野市平松614-1 055-928-7620 正会員 静岡県知事
（1）14374 東 部

㈱イーエフ不動産 八郷　成隆 八郷　成隆 419-0201 富士市厚原8-1
厚原橋本事務所2階1号室 0545-71-6635 正会員 静岡県知事

（1）14361 東 部

㈱パパまるハウス富士支店 佐藤　一文 鈴木　詩菜 416-0939 富士市川成島48-2 0545-67-8880 準会員 国土交通大臣
（3）7449 東 部

㈱住宅工房コイズミ 小泉　雅裕 髙野　　浩 420-0916 静岡市葵区瀬名中央3-5-45
コイズミビル1階 054-207-8300 正会員 静岡県知事

（1）14357 中 部

㈱ミライエコーポレーション 清水　貴寛 清水　貴寛 422-8021 静岡市駿河区小鹿714
モアクレスト小鹿104 054-204-5355 正会員 静岡県知事

（1）14367 中 部

㈱まるやま不動産 丸山　祐三 苅田　　登 436-0048 掛川市細田200-1 0537-21-5080 正会員 静岡県知事
（1）14362 西 部

㈱ＩＴＢエンタープライズ
クレアーレ賃貸曳馬 森野　修平 塩見　憲司 430-0901 浜松市中区曳馬6-23-23 053-482-8024 準会員 静岡県知事

（11）4164 西 部

㈱ＭＩＹＡ 宮下　　梓 宮下　　梓 433-8112 浜松市北区初生町1185-25 053-401-0172 正会員 静岡県知事
（1）14360 西 部

●退 会 者

支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者

東 部

㈲城賀

中 部

青木不動産 中 部 丸山コンサルティング事務所

西 部

あららぎ土地建物㈱

錦田開発 ㈱桧家住宅東海
清水展示場

西 部

合同会社イワタエステート いろは不動産

㈲ＤＥＶＥＬＯＰ ㈱静岡ジェイエイサービス サンライズホーム㈱ ㈱エースアセット

勇和プランニング 静岡不動産鑑定㈱ みどりの森不動産 ㈲カスタムハウジング浜松

建都リフォーム 大井建設㈱ 和光商事㈱ ㈲トレーディング桔川
三方原営業所

富士和光商事㈱ 嶋屋 青空不動産 プレジデンス㈱
浜松営業所

㈱丸嘉鐵工所 大栄不動産 ㈱アパマンショップリーシング
萩丘店 ㈲マルイチたかはし

以上、新入会者12名、退会者28名、2020年11月30日現在の会員数は、2,704名
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